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バイオマス熱利用促進にかかる政策提言 
NPO法人農都会議バイオマスアカデミーベストプラクティス研究会（BP研） 

2023 年 8 月 17 日 

 

 

 

農都会議バイオマスアカデミーBP研（（ベストプラクティス研究会）は、木質バイオマス

エネルギーの有効活用のため、熱利用の普及・拡大をめざす活動を続けています。地球温暖

化防止対策として、省エネと併せて、再生可能エネルギーの熱利用、とりわけ地域に豊富な

木質バイオマスのエネルギー活用・熱利用がとても有効であり、脱炭素効果は節電以上に熱

の活用が大きなものとなり得ます。 

日本のエネルギー消費量は電気と熱がおよそ半々ですが、電力の安定供給に政策の重点

が置かれているのが現状です。現実に、日本では熱利用の利点が広く認識されておらず、ボ

イラー等のマーケットが小さいままであるため、熱利用が拡大しないという悪循環に陥っ

ています。 

また、化石燃料を使うボイラーにも補助金が出ていること、脱炭素への政策的圧力が薄い

こと、これがバイオマス熱利用拡大の阻害要因になっています。 

これらを打開するために、バイオマス熱利用の有効性を広めるとともに、国や地方自治体

のエネルギー政策に「バイオマス熱利用」の視点を取り入れていただきたいと考えます。木

質バイオマス熱利用の普及促進と、関連する産業の育成を図るため、以下の政策提言を行う

次第です。 
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（ 本 文（  

１．提言概要 

2050 年カーボンゼロに向けて、最終エネルギー需要の半分を占める熱需要の脱炭素化は

必須であり。脱炭素化の一つのカテゴリであるバイオマス利用については、発電効率が一般

的に 25％前後である一方で、熱利用する場合には適切に設計すれば 80%以上の効率を達成

することも可能である。 

バイオマスが有限の資源であることを考慮すると、森林保全と再造林を促しながら持続

的に活用するには、熱利用を普及させることが重要なポイントとなる。 

しかしながら今まで日本国内でのバイオマス熱利用の多くは、温浴施設などへの限定的

な導入だった。 

 

今後、さらなるバイオマス利用の普及のためには、 

①二酸化炭素排出のボリュームゾーンである産業・事業分野 

②森林資源に近い山間部や農村部など地方での地域熱利用 

へ、ターゲットを拡大することがポイントとなる。 
 

①の産業・事業分野における中高温熱の脱炭素化は、ヒートポンプ・高周波発振器など電

化だけでは容易ではなく、水素・合成燃料・アンモニアなどの利用技術も未だ実証段階であ

る。これらを踏まえると、欧州で既に確立している、バイオマス燃焼・搬送技術、温度領域

ごとのカスケード熱利用にみるヒートマネジメントの導入や技術移転を加速することは、現

実的な選択肢と言える。欧州のようにバイオマス熱利用に関わるメーカー・設備事業者など

の産業育成と発展を促し、低コスト化と普及を図るには、様々な政策が必要と考える。 
 

②の山間部、農村部にて周辺から得られるバイオマス資源を活用することは、脱炭素の実

現だけでなく地域における富の循環を促進し、外部への流出を防ぐことにより地域経済の

活性化にも寄与する。 
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２．改正省エネ法におけるバイオマスボイラーの取扱い 

改正省エネ法では、バイオマス利用も原油換算することとなっており、バイオマスボイラ

ー導入についても効率化を求める内容となっているが、実態に即していない。改めるべきと

考えられる。 

 

（1） 原油換算について 

① 木材燃料では標準発熱量で13.２MJとなっているが、これは針葉樹で水分量36.3％wt、

広葉樹で水分 33.2％wt の場合の標準発熱量である。実際の水分量はこのようになると

は限らず、含水率が高い場合は高効率のバイオマスボイラーであっても、発熱量が低

下するため「増エネ」となって導入できない可能性がある。 

② 廃材燃料が標準発熱量で 17.1（MJ となっている点についても同様のことが言え、保管

状態が悪い廃材であれば水分量が高く熱量も低い。 
 

以上を鑑みて、日本木質バイオマスエネルギー協会から公開されている水分量毎の熱量

一覧を利用すべきと思われる。 

また、ボイラー機器の効率は真発熱量（（低発発熱量）で定義されており、標準発熱量（（高

発発熱量）のみで定義するのは適切ではないと思われる。 
 

次表に示す、木質バイオマス燃料の真発熱量（低発発熱量）と標準発熱量（高発発熱量）

の関連性を、公募時の参照資料として原油換算量と共に明示するのが適切ではないかと考

えられる。 
 

表：木材の発熱量と含水率との関係（針葉樹・広葉樹の木部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本木質バイオマスエネルギー協会（「木質チップの品質規格」資料より 
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（2）先進的省エネにおける省エネ／増エネの考えについて 

同補助事業では、バイオマス転換した場合の原油換算量に 0.8 の係数を乗じたものが、既

存の化石燃料での原油換算量より少ないことを「省エネ」と定義し補助事業の要件としてい

る。 

これは、バイオマスボイラーの缶体効率が既存の化石燃料ボイラーの缶体効率に 0.8 を乗

じたものより大きいことと同義である。 
 

① 一般的に、国産の化石燃料蒸気ボイラーの缶体効率は 90％、また国内で温水熱源機と

して一般的な真空温水ヒーターの缶体効率は 95～100％である。 

② これに 0.8 を乗ずると蒸気は 72％、温水は 76～80％となる。 
 

欧州製で、乾燥チップ・ペレットを用いる温水用バイオマスボイラーの場合は缶体効率が

90％のものも多く補助要件に合致するが、国産の蒸気／温水ボイラーは廃材を使用するこ

とが前提となっているものが多い。 

廃材には、塗料・接着剤ないし釘などの金物、潮風など自然環境への曝露に由来する塩類、

アルカリ・アルカリ土金属が含まれることがあり、これらの燃焼に伴う排気ガスは低温にな

ると煙管・煙道を腐食させるケースがある。 

このため、廃材を使用するボイラーは排気ガス温度を下げることが出来ず、このことが原

因で缶体効率を上げられず、上記（蒸気は 72％、温水は 76～80％）を達成することが難し

い。 
 

故に、「バイオマス転換した場合の原油換算量に 0.8 の係数を乗じてそれを省エネ／増エ

ネの判定基準にすること」を一律に適用すると、国産のバイオマスボイラーを排除する結果

になりかねず、国産メーカーの意欲を削ぐ可能性が高い。 
 

よって、現在市場にある内外のバイオマスボイラーの缶体効率に鑑み、かつ蒸気（・温水の

場合、乾燥チップ・廃材を用いる場合など、条件ごとに係数を設けるべきと思われる。 

とりわけ、高含水率の木質チップや廃棄物系のチップ、刈草・農業残渣などを用いるボイ

ラー（温水、蒸気）については、利用できなかったものを利用している事に価値があるため、

利活用が困難なバイオマス燃料であることを示すエビデンスの添付があれば、効率の制限

を問わないようにするか、係数 0.6 程度の適切な係数を定めるようにしてはどうかと思われ

る。 

 

 

 

 

 

問合せ先：NPO法人農都会議（バイオマスアカデミー 

東京都港区浜松町２丁目２番１５号 

mailto:noutokaigi@gmail.com 

http://blog.canpan.info/bioenergy/ 
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バイオマス熱利用促進にかかる政策提言 

  NPO 法人農都会議バイオマスアカデミーベストプラクティス研究会（BP 研） 

2023 年 3 月 23 日 

 

概要 

 2050 年カーボンゼロに向けて、最終エネルギー需要の半分を占める熱需要の脱炭素化は

必須です。脱炭素化の一つのカテゴリであるバイオマス利用については、発電効率が一般的

に 30％台以下である一方で、熱利用する場合には条件次第で 80％以上を達成することも可

能です。バイオマスが有限の資源であることを考慮すると、森林保全と再造林を促しながら

持続的に活用するには、熱利用を普及させることが重要なポイントとなります。 

 

 しかしながら今まで日本国内でのバイオマス熱利用の多くは、給湯や冬場の暖房での限

定的な導入でした。今後、さらなるバイオマス利用の普及のためには、 

①二酸化炭素排出のボリュームゾーンである産業・事業分野 

②森林資源に近い山間部や農村部など地方での地域熱利用 

へと、ターゲットを拡大することがポイントです。 

 

 ①の産業・事業分野における中高温熱の脱炭素化は、ヒートポンプ・高周波発振器など電

化だけでは容易ではなく、水素・合成燃料・アンモニアなどの利用技術も未だ実証段階です。

これらを踏まえると、欧州で既に確立している、バイオマス燃焼・搬送技術、温度領域ごと

のカスケード熱利用にみるヒートマネジメントの導入や技術移転を加速することは、現実的

な選択肢と言えます。欧州のようにバイオマス熱利用に関わるメーカー・設備事業者などの

産業育成と発展を促し、低コスト化と普及を図るには、様々な政策が必要と考えます。 

 

 ②の山間部、農村部にて周辺から得られるバイオマス資源を活用することは、脱炭素の実

現だけでなく地域における富の循環を促進し、外部への流出を防ぐことにより地域経済の

活性化にも寄与します。 

 

 上記について、農都会議 バイオマスアカデミーBP 研として議論の結果、バイオマス熱

利用の普及促進と、関連する産業の育成を図るため、次葉以降に政策の提言を行います。 
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１．バイオマス熱利用促進のための支援策の考え方 

 バイオマス熱利用促進にあたり、健全なバイオマス熱供給事業の育成と、バイオマス熱源

機器・再生可能熱供給システムの市場育成を旨とした政策を提言します。 

 

 

 

 

２．各支援項目の考え方：バイオマス熱事業支援 

 ここでのポイントは、健全なバイオマス熱利用の市場を形成し、バイオマス熱源機器およ

び関連するシステムの産業基盤育成を図るため、優良なバイオマス熱事業をつくることを主

旨とします。 

従って、単なる計画業務に補助するのではなく、可能性のある事業に支援できるよう、支

援段階を分けています。 
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３．各支援項目の考え方：バイオマス設備導入支援 

 ここでのポイントは、バイオマス熱源機器および関連するシステムの導入を支援するのみ

でなく、製造・施工するメーカー／事業者を育成するため、市場を刺激することも大きな目

的となります。  

補助率は既存事業と同等としたうえで、設備導入に複雑な要件を課さないことで、メーカ

ー/施工業者の努力を促すものとします。   

 

 

 

以上 

 


